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3-1.船舶管理会社の活用

資料３－１
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1-1 船舶管理会社の契約形態及び業務

オーナーは、「船舶保守管理」「船員配乗・雇用管理」「船舶運航実施管理」を船舶管理会社に一括して外注
委託。

船舶管理会社は、オーナーから船舶管理業務を受託し、様々なサービスを提供。

オペレーターとの用船契約、荷主との運送契約はあくまで内航海運業者自らが行うため、船舶管理会社は、
運送に係る契約には関与せず、あくまで運送に係る船舶の管理のみを受託する。

オーナーとは管理船舶に関する報告・打ち合わせ等を行うが、荷主・オペレーターとの接触はあまりない。

荷 主

オペレーター
（内航海運業者）

船舶管理会社

運送契約

定期傭船契約

船舶管理契約※

船
舶
管
理
会
社
の
業
務

船舶保守管理

船舶保守管理計画の策定
本船の入渠、修繕、改装及び保守の手配並
びに監督
船用品、部品、潤滑油等の手配
法定検査の準備、監督 等

船員配乗・雇用管理

船員の雇用、社会保険付保、給与支給
船員の配乗・乗下船の手配
船員の教育・訓練
船員労務管理
船員の労働災害事項の処理 等

船舶運航実施管理

航海、停泊、入出港業務に係る管理
荷役業務に係る管理
安全衛生業務に関する管理
環境保護業務に関する管理
緊急事態対応に係る管理 等

オーナー
（内航海運業者）

契約形態

・船舶保有者責任

・船員雇用者責任

※「裸用船契約」によりオーナーから船舶を借受け、自社の雇用船員を配乗し、「定期傭船契約」によりオペレーター
に貸渡す形態（マンニング）もあるが、その場合は、船舶の貸渡を伴うため、当該事業者は狭義の船舶管理会社
ではなく内航海運業法上の内航海運業者に位置づけられる。
また、裸傭船契約により、オーナーの船舶保有者責任は当該内航海運業者（マンニング業者）に移転する。 2



1-2 船舶管理契約と類似の事業形態と法的位置付け

船舶管理契約以外にも、裸用船契約など、所有と管理を分離する他の事業形態もあり、法的位置付けがそ
れぞれ異なる。

裸用船契約により船員配乗等を行う場合は内航海運業の登録が必要となるが、船舶管理契約の場合は法
律上必要な登録等はなし。船員法以外の法律による義務・責任は負わない。

オペレーター

・内航海運業法

オーナー・
オペレーター

・船舶法・内航海運業法

内航海運業者
（マンニング事業者）

・船舶安全法
・船舶職員法・船員法
・内航海運業法

（３）内航海運業者（マンニング事業者）を活用した場合 ②
①裸用船契約
②定期用船契約

③定期用船契約

オペレーター

・内航海運業法

オーナー
・船舶法・船舶安全法
・船舶職員法・船員法
・内航海運業法

船員派遣業者
・船員法
・船員職業安定法

（４）船員派遣事業者を活用した場合

①船員派遣契約②定期用船契約

オーナー
・船舶法・船舶安全法
・船舶職員法
・内航海運業法

船舶管理会社
・船員法

②定期用船契約
（１）船舶管理会社（船員配乗・雇用管理、運航実施管理、船舶保守管理を一括して実施）を活用した場合

①船舶管理契約オペレーター

・内航海運業法

内航海運業者
（マンニング事業者）

・船舶安全法
・船舶職員法・船員法
・内航海運業法

オーナー
・船舶法
・内航海運業法

②定期用船契約
（２）内航海運業者（マンニング事業者）を活用した場合 ➀

①裸用船契約
オペレーター

・内航海運業法

登録・許認可等：特になし

船員派遣事業の
許可が必要

・財産的基礎
・船員部会への諮問 等が必要

船舶所有者として各法
令上の責任を負う

・船員配乗・雇用管理を行うため、
船員法上の義務・責任を負う
・内航海運業法、船舶安全法等の
適用は受けず、船舶管理契約に基
づく義務・責任を負う

内航海運業の登録が必要
・船員配乗・雇用管理を行うため、船員法上の
義務・責任を負う
・船舶の貸渡しを行う内航海運業者として、事故
等の場合に一切の責任を負う

内航海運業の登録が必要
・船員配乗・雇用管理を行うため、船
員法上の義務・責任を負う
・船舶の貸渡しを行う内航海運業者と
して、事故等の場合に一切の責任を
負う
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1-3 「船舶管理会社活用」のポイント

○所有と管理を分離するパターン

船舶管理会社

オーナーA オーナーB オーナーC

船舶管理業務を委託
（船員雇用・配乗管理、運航実施管理、船舶保守管理）

船員の雇用・配乗
を一括管理

保守にかかる部
品を一括購入

メリット ・船員の一括雇用・配乗や、共有部品の一括
購入により、コストダウンや効率化が図られる
・資産自体はオーナーが分散的に保有しており、
リスク軽減が可能

デメリット 一般管理費は統合と比して高価

オーナーの集約化の方策として、「所有と管理の分離」と企業そのものを統合するパターンがあり得るが、内
航業界での企業統合はハードルが高いのが実情。

船舶管理会社の活用による所有と管理の分離により、船員の一括雇用・配乗等による効率化と資産をオー
ナーが分散的に保有することによるリスク軽減が可能。

○企業そのものを統合するパターン

オーナーA オーナーB オーナーC

統合会社（オーナー）

経営統合

メリット 企業経営に係るコスト（一般管理費）の削
減が可能

デメリット ・多数の船舶を自ら所有することが経営上の
リスクになり得る
・家族経営の事業者の抵抗感が特に強い
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1-4 船舶管理会社の活用事例（「船舶管理事業者の活用促進等検討調査」結果報告より）

管理船舶 貨物船（499G/Tクラス） 等
契約形態 船舶管理契約
経緯・目的 昨今の船員不足により、自社で船員を確保できなくなったオーナーが船舶管理を依頼
受託業務内容 ①船舶保守管理、②船員配乗・雇用管理、③船舶運航実施管理

活用の効果
• 一杯船主のような小規模事業者の場合、単独の船舶管理は効率が悪いので、船舶管理会社に一括委任することに

より効率化が図られる
• これまで多数の船舶を管理してきており経験豊富で、情報の蓄積もあるため、安全運航の指導に係るノウハウを持っ

ている。メリットとして見えにくいものの、事故を未然に防止出来ていると考える。

船舶管理 Ａ社

船舶管理 Ｂ社

管理船舶 タンカー（3,000G/T以上） 等
契約形態 船舶管理契約

経緯・目的 外航船の船舶管理でのＩＳＭ（※）実績があったため、当該船舶管理会社に船舶管理を依頼。
また、オーナー所属の船員に、タンカーに必要な資格（危険物取扱責任者）を持っている者がいなかった。

受託業務内容 ①船舶保守管理、②船員配乗・雇用管理、③船舶運航実施管理

活用の効果

• 管理船舶に配乗する船員には、タンカーの船員に必要な資格の取得と安全を担保するための船員教育を受けさせて
いるため、オーナーが１から資格を取得させたり教育する負担を軽減できる。

• 多くの隻数を管理してきた実績があり、データの蓄積も十分にあることから、データに基づいた適切なメンテナンスや修
繕を実施、事故率低減を実現していると考える。

• 船舶管理に関する高い専門性を活かし、オーナーやオペレーターに対して、安全運航に必要な取組の提言（必要な
修繕や適正なコストの提示等）を行っている。

○ISM（International Safety Management）コード。船舶の運航管理体制に関する国際的規範。対象船舶の管理を行う会社は、ISMコードに則った安全管理システ
ムを構築し、旗国政府の審査を受け、適合認定書を取得しなければならない。 5



1-5 船舶管理会社の活用に関するこれまでの施策

船舶管理会社については、内航海運業者の事業基盤の強化に有効な手段として、近年、グループ化マニュ
アルや船舶管理に関するガイドライン等を順次整備し、その活用の推進を図ってきたところ。

平成３０年４月に、国土交通省告示により「登録船舶管理事業者制度」を創設。令和２年２月末現在、２５事
業者が登録。

船
舶
管
理
会
社
の
活
用

船舶管理会社により期待される効果 登録船舶管理事業者（２５事業者）
※令和２年2月末現在

株式会社アズーロジャパン アキ・マリン株式会社

浪速タンカー株式会社 備後共同汽船株式会社

株式会社デュカム 株式会社フロンティア

日本海運株式会社 ブルーマリン株式会社

富士輸送株式会社 有限会社正豊海運

名古屋汽船株式会社 亀崎マリン株式会社

鹿児島船舶株式会社 YKシッピング株式会社

大光船舶株式会社 株式会社三原汽船

山友汽船株式会社 株式会社雄和海運

株式会社イコーズ さおり海運有限会社

株式会社エイワマリン 協同商船株式会社

日徳汽船株式会社 つばさマリン株式会社

増富海運株式会社
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1-6 船舶管理会社の活用促進に向けた課題と方向性

登録制度の認知度が低く、登録が信頼性獲得に繋がっていない。

登録船舶管理会社を活用することによるメリットが不明確。

法的位置づけが不明瞭のため、オーナーが船舶管理会社の活用を検討する上での不安材料
の１つになっている。

＜「船舶管理事業者の活用促進等検討調査」結果報告より＞

船舶管理をアウトソーシングすると、オーナーはただの投資家になってしまうのではないか。

船舶管理会社は計画的にメンテナンスを実施するため、コスト面でのメリットを示すのは難しい
が、管理をお願いすることでコストを見える化することに意義がある。

船舶管理をお願いする事業者が増加している中、船舶管理を行う者に規制をかけなければ安全
等を担保できないのではないか。

＜基本政策部会委員からのご指摘＞

現行法令上、裸用船契約を用いたマンニング事業者よりも、負担する責任が軽いことから、

船舶管理会社に対し、制度上の位置付けを付与し、マンニング事業者並の責任を負わせるこ
とを検討してはどうか。

（参考）全国海運組合連合会「暫定措置事業終了後の自由化に対する影
響調査報告書 （12 月2 日現在）」によると、

調査対象隻数（1,404隻）のうち、約3割が船舶管理会社や裸用船等「所有
と管理の分離」の形態をとっているとのこと。

活用に向けた方向性

7



２.その他の生産性向上策

資料３－２
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2-1 荷役作業の効率化に向けた取組について

一般貨物船
＜作業体制１or２名＞

油送船・ケミカルタンカー
＜作業体制５or６名＞

負担となっ
ている作業

1. ダンネージの片付け作業が負担

2. 荷待時間が長い。

1. タンククリーニング・乾燥作業が負担。
2. バルブ開閉等の作業が負担。
3. 封印作業が負担。

要因

1.
①契約による取り決めではなく、慣習

で船員が行なっている状況。
②ダンネージが重い。

2. 過密スケジュール等、非効率な配船。

1. タンク内の貨物の凝固等による作業時間の増
加。

2. 手動でバルブ開閉等を行っている状況。

3. 契約による取り決めではなく、慣習で船員が
行なっている状況。

取組事例

1.
①ダンネージの片付けを陸側で分担。
②ダンネージを軽い素材に変更。

2. 運航情報や荷役状況等のデータを集
約し、効率的な配船を行うことで、
荷役時間を短縮。

1. 特殊なポンプや配管を用い、貨物の凝固を防
ぐことで、タンククリーニングの作業時間を
短縮。

2. 3,000 トン級の大型船は、既に自動化済。

3. 封印作業については荷主-海運業者間の協議に
より廃止。

船員の負担になっている荷役作業及びその要因については、下記のとおりであり、一部荷主・オペレー
ター等において、既に負担軽減を図り、効率化に取り組んでいるところ。

こうした取組事例をベストプラクティスとして、横展開していく。

※工業市場研究所「荷役時における内航船員の作業等実態調査」及び事業者からのヒアリングを基に国土交通省海事局作成。
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2-2 船舶の大型化による効率化

RORO船は一般貨物船と比較して、運航効率・荷役効率等に優れている。

一方、RORO船活用に向けて、インフラの整備や積載率の向上等の課題を解決する必要がある。

一般貨物船（499総トン）とRORO船（9000総トン）の比較RORO船活用による運航・荷役の効率化

〇RORO船等の大型の船舶に対応できるように、港湾機能の強化（バース整備、浚渫、後背地整
備等）が必要。

〇積載率を向上させるため、複数企業が協力した共同輸送等により、ロットを大きくすることが必要。

RORO船活用に向けた今後の課題

〇輸送速度

航海時間の短縮に加え、定時運航率の向上

〇トレーラ輸送との直結による効率化＆（荒天時のト
ラック利用による）長距離輸送の削減

〇荒天による影響のミニマム化

計画的な運航による荷役待ち時間の抑制

〇荷役能率の向上

積・揚げ荷役作業の生産性向上（従来荷役の2～5倍)

〇港湾荷役設備制約の解消

荷役クレーン仕様制約、雨天荷役制約の解消

※「第11回基本政策部会 日本製鉄株式会社 講演資料」を基に国土交
通省海事局作成。

※船舶明細書、エコシップ・モーダルシフト事業実行委員会HP、複数
事業者からのヒアリングより国土交通省海事局作成
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2-3 鉄鋼・石油元売り事業者の船団について

鉄鋼A社の船団は、約２／３を４００～４９９総トン級の比較的小型の船が占めている。

他方、石油元売り事業者B社の船団は、約１／３を３０００～４９９９総トン級の内航大型船が占めている。
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石油元売り事業者B社の船団について
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鉄鋼事業者A社の船団について

鋼材輸送については、RORO船等大型の船舶を活用し、効率化を図る
余地がある。

※いずれも事業者からのヒアリングを基に、国土交通省海事局作成。
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2-4 事務室の設置義務の緩和

総トン数200トン以上の殆どの内航船には事務室の設置が義務付けられているが、物置となっているのが実態。こ
れを船員室として活用できないか。

内航海運業者からの提案事項

◎関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議
の上であれば、総トン数3,000トン未満の内航船に
ついて事務室の設置義務を緩和することは可能では
ないか。

活用の
イメージ

現行制度（国内法令による担保）
■総トン数200トン以上の殆どの内航船に対し、事
務室の設置を義務づけ

MLC（海上の労働に関する条約）の定め
■独立した事務室を、全ての船舶に設置義務付け
■一部の船舶は協議に基づいて適用除外が可能
○2006年の海上の労働に関する条約（2013年8月5日批准）
第三章 居住設備、レクリエーション用の設備、食料及び料理の提供
第3.1規則居住設備及びレクリエーション用の設備
A3.1基準 居住設備及びレクリエーション用の設備
15 全ての船舶は、甲板部及び機関部が使用するための区別された又は共
同の事務室を設ける。権限のある機関は、総トン数三千トン未満の船舶につ
いては、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議した後、 この要件の
適用を除外することができる。
※国際航行に従事しない総トン数200トン未満の船舶
→ 権限ある機関が、規範の特定の細目を適用することが現時点では合理的で
はない又は実行可能でないと、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議
した上で決定した場合には、適用除外が可能（同条約第２条６）

○船舶設備規程（昭和九年逓信省令第六号）
第115条の15 遠洋区域、近海区域又は沿海区域を航行区域とす
る船舶（総トン数200トン未満の船舶であつて国際航海に従事しな
いもの、二時間限定沿海船及び係留船を除く。）は、独立した事務
室を設けなければならない。ただし、管海官庁が当該船舶の構造、航
海の態様等を考慮してさしつかえないと認める場合は、この限りでない。

部員 甲板部6級 甲板部5級

機関部6級 機関部5級 事務室

総トン数
499トン

貨物船

部員 甲板部6級 甲板部5級

機関部6級 機関部5級 見習い

総トン数
499トン

貨物船

船体の大規模な改
造なく、船員育成及
び確保のためのス

ペースを確保
12



3-3.内航船への新技術活用の進捗状況

資料３－３

13



3-1 新技術等の活用による内航海運の生産性向上に向けた取組について

○目的

海運等海事産業の効率性・生産性の向上、海上安全の一層の向上、船員の労働環境の改善、職場の魅力向上

○取り組むべき技術的施策

IoT・ビッグデータなどの先進的な技術を活用した船舶・舶用機器等の研究開発に対して支援。

2025年までのフェーズII自動運航船（船員がとるべき行動の具体的な提案を行う船舶、陸上からの船上機

器の直接的操作も可能となる船舶）の実用化を目指し、コア技術となる自律操船技術、遠隔制御技術、自

動離着桟技術等について実証。

遠隔から船舶を操作するための船舶外の設備の要件の整備等を2020年目途に実施。

高度な予防保全に基づくリスクベース検査等が実現できる可能性が高まることから、新時代にふさわしい

検査・測度制度のあり方について検討。遠隔船舶検査（画像・音声による合否判定）等について、速やか

に試行（トライアル）を実施。

海事局は、交通政策審議会海事分科会イノベーション部会答申（平成28年６月）／報告書（平成
30年６月）等に基づき、内航海運の生産性向上等に繋がる取組を推進。

交通政策審議会海事分科会海事イノベーション部会報告書（平成30年6月）（抄）

〇内航海運の課題解決に向けた取り組みを通じた新しいビジネス分野への展開促進

内航海運の課題解決に取り組むことは、様々な課題解決策を練り上げるための良好なプラットフォームで

あると位置づけることができる。

内航海運の課題とはつまり船員業務の補助と理解。技術の導入によりどれくらいのメリットがあるのか、

どれくらいまで規制を緩和できるのか、といったターゲットが示されると取組が進みやすいと思う。

海事産業将来像検討会（第2回結果概要）（令和2年1月）（抄）

14



3-2 これまでの基本政策部会における荷主・海運事業者からの意見

【課題】

船員の担い手不足、人材育成、労働環境・働き方改革

【課題解決の方向性】

第4次産業革命の中心となるAI,IoT、Big-Dataなど先進技術の導入による生産性向上。

【懸念事項】

先進技術導入によるメリットとそのメリットの享受者は？（生産性向上に繋がる制度の構築？）

【具体的な取組み】

航海実績データ（中継地域別滞船データ、荒天による船舶回転率への影響等）の収集、分析。

⇒ データを用いた定量的評価による予測精度・計画制度の向上、荷役効率の改善

【内航海運業界に期待すること】

先進技術だけではなく、既存技術も最大限活用した生産性向上の追求

今年度の基本政策部会における荷主ヒアリング等において、荷主・海運事業者双方から、技術
の活用による生産性向上やそのための制度構築への期待が表されている。

交通政策審議会海事分科会 第11回基本政策部会（令和元年10月11日） 日本製鉄株式会社 提出資料（抄）

【船員不足への対策】

〇将来的に自動運航技術による支援が可能になれば、船員の負担軽減や船員不足対策にもつながるので、技術の発展支援を

お願いしたい。

交通政策審議会海事分科会 第1２回基本政策部会（令和元年1１月2６日） 荷主ヒアリングの結果概要（抄）

～技術の観点から～

【業界からの要望等（生産性の向上について）】

〇生産性向上には、「技術イノベーション」と「業務の見直し」並びに「物流システムの見直し等」が必須。

・内航で使える技術の開発、それに伴う船員負担の軽減を期待。

「自動運航船の実現は、内航海運の課題である乗組員の高齢化、人手不足・・・等への対応策として有効であるため、その活用を図

り、内航海運の生産性・安全性の向上を促進」

交通政策審議会海事分科会 第13回基本政策部会（令和2年1月24日）日本内航海運組合総連合会 提出資料（抄）
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3-3 内航船への新技術等の活用イメージ

陸 上 拠 点

船舶データ管理センター

【船載システムによるサポート】
• 操船支援システムによって、障害物の自動

検知や避航航路の選定を支援
• 書類作成・報告業務等の自動化、電子化
• 遠隔健康診断やヘルスモニタリングデバイス

等による船員の健康管理支援

船載システムによる船員サポート

【離着桟の自動化】
• 離着桟操船の自動化・半自動化
• 陸上側施設との連携

離着桟の自動化

• 陸上拠点から機関・設備等の状態監視、陸上から船上船員
への保守管理等のアドバイス

• 陸上拠点からの見張り・操船業務の補助、支援
• 船員や機関等に精通した技術者が遠隔からサポートすること

で、安全性を維持しつつ、船上の労働負荷を低減

機関等の遠隔監視と陸上拠点からのサポート

【離着桟の自動化】
• 運転データ等の船舶検査等への活用
• 運航管理の高度化への活用
• 機器・システム開発へのフィードバック

データの蓄積と利活用

【離着桟の自動化】
• 荷役（特にタンカー荷役）の自動

化による労務負荷軽減

荷役の自動化

16



3-4 新技術等の活用による生産性向上に向けた最近の取組（1）

【高度船舶安全管理システム】（システム概要は、次ページ参照）

陸上からの遠隔監視でエンジンの運転状態等のデータを収集し、エンジントラブルの予兆診断等を行うシス
テム
既導入の内航船14隻から得られるデータの活用と新技術の導入により、システム運用当初（H22）と比
べ、以下のとおり改良

【最新の高度船舶安全管理システムの評価に向けた実船検証】

「さがみ」を活用した１ヶ月間の実船実証を実施
部員を1名乗り組ませ、一等機関士の代わりに業務に従事
エンジンの始動を部員1名で行うことを含め、問題無く運航出来ることの確認が目的

新技術の概要

新技術の実用化に向けた取組

機関部職員1名（＋部員1名）で、安
全上のトラブルは生じず。

緊急時を想定した主機関の発停作
業も部員にて対応可能であった。

検証状況
（2月27日～3月22日までの状況）

解析能力の向上による不具合の早期発見とそれによる運航の柔軟性向上
新しい解析手法の開発により、シリンダ異常等の早期検知・誤検知低減、また、診断速度６割向上

システムの故障率低減による信頼性向上
新型センサ類の開発により、堅牢性向上

船 名 さがみ（高度船舶安全管理システムを搭載した機関区域無人化船）

船 舶 所 有 者 井本船舶株式会社

船 種 等 コンテナ専用船（総トン数2,464トン、積載量400TEU）

機 関 出 力 3,309kW×1機（阪神内燃機工業(株)製主機関 LH46LA）

通 常 の
乗 組 員 数

甲板部6人：船長、一等航海士、二等航海士、部員3人
機関部2人：機関長、一等機関士
司厨部1人：司厨員 計9人

エンジントラブルの兆候をより早く、より確実に捉えられるようになり、メンテナンスに手間のかか
る大規模トラブルに陥りにくくなったため、船員の労働負担はシステム運用当初より軽減されている。

17



3-5 （参考） 高度船舶安全管理システム概要

陸上からの遠隔監視で主機の運転状態などのデータを収集し、エンジントラブルの予兆診断

などを行うことで、安全レベルを維持しつつ、運航の効率化や労働負荷の低減などを実現

する「遠隔監視技術」の導入が進んでいる。

そのひとつである高度船舶安全管理システムは、既に14隻の内航船で導入の実績あり。さ

らに、そのうちの７隻では、通常より少ない職員による運航の実績を積み重ねており、安全

と運航効率化・労働負荷低減が両立。

＜船舶側＞
(1)機関センサー
(2)機関情報
モニタリング装置

(3)船陸間通信装置

＜陸上側＞
(1)機関診断システム
(2)船陸間通信装置
(3)データ処理サーバー

陸上から主機関の
状態監視・診断

船陸間通信安全管理ネットワーク

• 航行の安全の確保、運航効率化、労働負荷の低減等に大きく寄与
• データの蓄積等も進みつつあり、今後、利活用の幅が一層広がることが期待 18



3-6 新技術等の活用による生産性向上に向けた最近の取組（２）

【デジタル電動ウインチ】

新技術の概要

新技術の実用化に向けたプロジェクト

1.40m
[ 3号機 ]

1.76m
[ 初号機 ]

0.82m
[ 開発中 ]

499GTに
搭載可！

【内航ミライ研究会】

○内航ミライ研究会の取組事例

内航海運業、内航造船所等が集積する瀬戸内を中心に、内航船の「ミライ」を研究する

ための組織「内航ミライ研究会」が発足。

離着桟の合理化をはじめとして、内航船の労働環境改善、簡素化、合理化等につなが

る技術開発、情報共有、情報発信などに取り組んでいる。

同研究会のメンバーが取り組んでいる離着桟・荷役の合理化のための技術開発を海

事局も支援。（上記のデジタル電動ウインチ ： i-Shippingオペレーション事業）
〇メンバー（発足時）

電動ウインチの開発 ウインチのデジタル制御

トモ1名

操作者
（＋監視各1名）

オモテ1名

電動ウインチをデジタル集中制御。
→ ブリッジ1名で操作可能。

ウィンチを
集中制御

ブリッジ1名

操作者（＋監視
オモテ・トモ各1名）

SKウインチ、イコーズ等

【船主】 イコーズ、えびす商会、三洋汽船、新生海運、菅原ジェネラリスト、鍋島回漕店、雄和海運
【舶用事業者等】 SKウインチ、石田製綱、ナカシマプロペラ、ハクヨウ、シスディブリンク、パレット社、藤設計

労働環境改善等を図るため、内航船の運航のあ
らゆるフェーズを3名でオペレーション可能とすること
等を目指し、デジタル電動ウインチの開発等、着桟
作業等の効率化に向けた取組を推進中。

現在の離着桟
オモテ2名、トモ2名
[操作・監視]
ブリッジ1名[指示]
→ 5名総員配置

オモテ1名、トモ1名[監視]
ブリッジ1名[操作]
→ 着桟3名体制実現

デジタル電動ウインチ導入後
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3-7 新技術等の活用による生産性向上に向けた最近の取組（3）

新技術の概要

新技術の実用化に向けたプロジェクト

【わだつみプロジェクト】

発電機の発停等には、付属機器の操作及び複数の発電機の並列運転のための操作等が必要
バッテリも組み合わせたパワーマネジメントシステムを導入することで、発電機の一括制御を実現
ブリッジのほか、将来的には陸上施設からの遠隔制御も視野

起動時 ：付属機器の起動⇒発電機起動⇒配電盤作業（並列）
停止時 ：配電盤作業（解列）⇒機側での発電機停止⇒付属機器の停止
機器確認：発電機運転時の機器状況のチェック / 使用時間毎の保守
停泊時 ：発電機運転状況の確認 / 燃料レベルの監視

○発電機の発停等に要する作業

集中監視
一括制御

頻発する発停作業の
負担を大幅に低減

（発停を2名体制から1名体制に）

上野トランステックは、船員の労務負担軽減のため、自動運航船（高度な運航支援システム）の実現に向けたステップバイステップの取

組「わだつみプロジェクト」を推進中。

その第1ステップとして、他船等の障害物を認識する技術に関する調査や、労働負荷が高いとされるタンカーの荷役作業を合理化する

ためのパワーマネジメント技術の開発などを推進。海事局もこういった取組を支援。

現在は油圧駆動の機器類を、電動化し、デジタル制御としていくことは、機器類の集中制御化 / 自動制御化や、レイアウトの自由度向

上等につながり、労働環境改善に資すると考えられる。パワーマネジメント技術の高度化は、電動化の加速にも資するものと期待され

る。

注1：「課題」はSESの例だが、それ以外の内航タン

カーも、通常複数の発電機が設備されているた
め、赤枠は、SES以外でも発停作業が生じる。

発電機の発停が多い

⇒入出港の回数が多い内航タンカー
は、発電機の操作注2が船員の負担に

注2：都度機関室に移動して操作

積荷役時：主発電機×1基

出港時 ：主発電機×2～3基
巡航時 ：主発電機×1～3基

入港時 ：主発電機×2～3基
揚荷役時：主発電機×2基
タンク洗浄時：主発電機×2～3基
停泊時 ：停泊用発電機×1基 又は 主発電機×1基

（注1）

（注1）

スーパーエコシップケミカルタンカー
のじぎく

＜課題＞ 内航タンカーの発電機稼働状況（スーパーエコシップ（SES）の例）＞

【発電機操作簡素化のためのパワーマネジメントシステムの開発】

（取組事例）～内航タンカー荷役作業の負荷軽減のための発電機の集中制御実現に向けて～
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3-8 新技術の活用促進のための環境整備の必要性

高度船舶安全管理システムは、制度が導入された頃のシステムよりもさらに安全性が

向上。また、近年は、電気・情報の技術を活用した、労働環境改善・生産性向上に資す

る技術の開発が進んでいる。

このような技術は、導入に際して一定のコスト負担が発生することから、労働時間の厳

守と安全の確保を前提として、そのために必要となる安全基準等の策定に取り組むとと

もに、技術の進展に対応して船員の配乗の柔軟化や船舶検査の合理化を進めること

で、内航の労働環境改善・生産性向上を促進すべきではないか。

（例）

●技術の高度化

（技術開発の促進）

〇規制見直しの一
層の促進

◆安全確保のため
の基準等の整備

定期的にエンジンを分解し、
部品毎に確認

画一的な時間管理による検査

開放

状態監視による検査

データを活用した検査

センサ等で得られたデータで、
分解せずに機関の状態を確認。

エンジン等の遠隔監視

開放
不要

内航分野への技術の導入促進の
フレームワーク

〇遠隔監視・データの活用に
よる船舶検査の合理化

〇配乗の柔軟化

●高度船舶安全管理
システムの高度化

◆遠隔監視技術の安全
要件の構築

データの蓄積と新技術の開発

DB14隻

10年

異常の早期検知・診断高速化
堅牢性向上

安全を維持しつつ生産性向上

DB
通信方法

データの
保管方法

【イメージ】

監視方法

導入促進

導
入
促
進
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3-4.港湾における輸送効率化に向けた取組

資料３－４
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石垣

名瀬

那覇

宮古

釧路

東京
千葉

茨城

大阪

堺泉北

宇野

松山

岩国

大分

宮崎
油津

広島 神戸

鹿児島

敦賀

徳島小松島

新潟

秋田

小樽

舞鶴

清水

苫小牧

亀徳
和泊

与論

本
部

仙台

細島

志布志

博多

北
九
州

三島

御前崎

別府

名古屋

苅田

中
城

※2フェリーについては、300km以上の長距離航
路（離島航路除く）のみ記載

□北九州～横須賀
新規フェリー航路
（SHKグループ新会社）
令和3年春 就航予定
・総トン数 ：約16,000トン
・所要時間 ：20時間30分

○フェリー・ROROの就航状況※2・新規就航の例

RORO船
フェリー

□博多～敦賀 新規RORO航路
（近海郵船） 令和元年4月就航
※13年ぶりに復活
・総トン数 ：約9,800トン
・所要時間 ：約19時間

□苫小牧～東京～清水～大阪
～清水/東京～仙台
新規RORO航路
（栗林商船） 平成30年5月就航

・総トン数 ：約13,000トン

石垣

トラックドライバー需給の将来予測

2017年度 2020年度 2025年度 2028年度

需要量 1,090,701人 1,127,246人 1,154,004人 1,174,508人

供給量 987,458人 983,188人 945,568人 896,436人

不足 ▲103,243人▲144,058人▲208,436人▲278,072人

出典：公益社団法人鉄道貨物協会「平成30年度本部委員会報告書」（令和元年5月）

○少子高齢化と将来的な労働人口不足の懸念

4-1 フェリー・RORO船の就航状況・輸送効率化に向けた取組

○トラックドライバーの需給が厳しくなることが想定される中、国内物流を支える手段としてのフェリー・RORO船の役割が注目さ
れ、新規就航や就航船舶の大型化が進んでいる。これらの動向を踏まえ、必要なターミナルの機能強化に取り組んでいく。

○また、平成30年７月豪雨や９月の北海道胆振東部地震の際には、高速道路・鉄道・航空の機能が停止するなか緊急輸送手段と
してフェリー・RORO船が活躍しており、災害時には高い機動性が発揮されることが期待される。

○フェリー・RORO船の大型化の動向

○災害時の高い機動性

平成30年９月
北海道胆振東部地震後の

フェリーによる緊急車両の輸送
（苫小牧港 H30.9.8撮影）

総トン数 2000年 2020年

フェリー 約12,000トン 約13,000トン

RORO船 約6,000トン 約11,000トン

出典：フェリー・旅客船ガイド、内航RORO船ガイド、船舶明細書、各社ウェブページ

※1フェリーについては、300km以上の長距離航路（離島航路除く）のみ

フェリー・RORO船の平均船型※1
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4-2 北海道胆振地震 【東北～北海道フェリー航路による輸送確保】

○北海道胆振東部地震の災害対応に従事する車両等は東北の複数の港湾を利用して北海道へ輸送された。

○東北港湾と北海道を結ぶ各フェリー航路で利用者が増加しており、1日当り利用数の前年同月平均と比較し倍以上となる航路
もある。

【東北～北海道 フェリー航路図】

＜八戸-苫小牧航路＞
■フェリー利用状況

・車両…約1割増（前年同月比）
[警察・消防等の災害対策車両

…約110台（9月6日～10月4日の往復路）]
・旅客…  約6割増（前年同月比）

［帰還した災害対応車両］

＜宮古-室蘭航路＞
■フェリー利用状況

・車両…約2.6倍
（就航～8月末の平均比）

[警察・消防等の災害対策車両
…約320台（9月6日～17日の往復路）]

・旅客…約2.3倍
（就航～8月末の平均比）

＜大間-函館航路＞
■フェリー利用状況

・車両… 約3割増（前年同月比）
・旅客…  約2割増（前年同月比）

＜秋田-苫小牧航路＞
■フェリー利用状況

・車両… 約1割増（前年同月比）
[警察・消防等の災害対策車両

…約140台（9月6日～10日）]
・旅客…  約2倍（前年同月比）

＜仙台-苫小牧航路＞
■フェリー利用状況

・車両…約3割増（前年同月比）
[警察・消防等の災害対策車両

…約120台（9月6日～12日の往路）]
・旅客…約9割増（前年同月比） ［乗船手続きしている

自衛隊員］

＜青森-函館航路＞
■フェリー利用状況
・車両…約1割増（前年同月比）

[警察・消防等の災害対策車両
…約190台（9月6日～12日の往路）]

・旅客…約7割増（前年同月比）

［待機している災害対応車両］

名古屋港へ
新潟港へ

［乗船する災害対応車両］

※新聞等や自治体等への聞き取りに基づく東北地方整備局調べ

：苫小牧発着
：室蘭発着
：函館発着
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4-3 （事例）徳島小松島港 複合一貫輸送ターミナル整備事業

ふ頭用地

徳島小松島港
沖洲（外）地区

泊地(-8.5m)

航路・泊地(-8.5m)

防波堤

津田地区

岸壁(-8.5m)(耐震)

事業期間：H21年度～R1年度
事 業 費：158億円
構成施設：岸壁(-8.5m)(耐震)、航路･泊地(-8.5m)、

泊地(-8.5m)、防波堤、ふ頭用地

■整備効果■事業概要
後：新造大型フェリー

前：旧フェリー

船舶の大型化：11,500トン級→13,000トン級
積載台数 ：約６割増加

（120台→190台（12mトレーラ換算））

〇徳島小松島港は、四国４県の貨物を集約し、東京・九州へ毎日フェリーで輸送できる四国で唯一の港湾。

〇平成21年度より、徳島小松島港において複合一貫輸送ターミナル整備事業を実施しており、平成27年3月に岸壁(水深8.5m)供用
開始。その後、ふ頭用地及びターミナル完成を踏まえ、平成28年1月から新造大型フェリーが順次就航し、同年9月に4隻全てのリ
プレイスが完了。

〇新造大型フェリーの就航により徳島小松島港を利用する貨物車両が増加しており、モーダルシフト等、貨物輸送の効率化に寄与。

15,484 15,681 15,981 15,717 16,410 19,079 20,916 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

(台)

出典：四国運輸局「運輸の動き」

■貨物車両輸送台数の推移（徳島小松島～東京）

岸壁供用
フェリー大型化
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・グローバルSCM 、農林水産品輸出、越境EC
等も活用して、世界で稼ぐ

・人手不足に対応し、国内輸送を支える

・再生部品輸出や越境修繕サービス等のサー
キュラーエコノミーの取込み

・アジアのクルーズ需要の更なる取込み、寄港地
の全国展開、国内市場の開拓

・地域の価値を向上させ、観光客や市民を引寄
せる美しい「コトづくり」空間に

・ロジスティクスを核として付加価値を生み出す
新たな産業の展開

・資源エネルギーチェーンの世界的な変化の先
取り、コンビナート再生

・地球環境や海洋権益の保全

・AIやIoTを活用した港湾の建設・維持管理・運営サイクル全体のスマート化、強靱化
・様々なつながりを通じて新たな付加価値の創出を目指す「Connected Industries」
を支えるプラットフォームに進化させるとともに、海外展開やスマートワーク化を促進

１．グローバルバリューチェーンを支
える海上輸送網の構築

２．持続可能で新たな価値を創造す
る国内物流体系の構築

３．列島のクルーズアイランド化

４．ブランド価値を生む空間形成

５．新たな資源エネルギーの
受入・供給等の拠点形成

６．港湾・物流活動のグリーン化

７．情報通信技術を活用した
港湾のスマート化・強靱化

８．港湾建設・維持管理技術の
変革と海外展開

中長期政策の方向性（８本柱）Ⅰ．列島を世界につなぎ、開く港湾
【Connected Port】

Ⅱ．新たな価値を創造する空間
【Premium Port】

Ⅲ．第４次産業革命を先導するプラットフォーム 【Smart Port】

新たな
価値を
創造

あらゆるモノ、ヒト、情報、主体、空間をつなぐ、「 フィジカル＆サイバー プラットフォーム 」へと進化

○2030年の港湾
Cyber Port

Physical Port

☆ 地政学的な変化やグローバルな視点を意識する
☆ 地域とともに考える
☆ 「施設提供型」から「ソリューション提供型」に変える
☆ 「賢く」使う
☆港湾を 「進化」させる

✓ 新興市場の拡大と生産拠点の南下、インバウンド客の増加
✓ 人口減少・超成熟化社会の到来と労働力不足
✓ 第４次産業革命の進展
✓ 資源獲得競争の激化と低炭素社会への移行
✓ 巨大災害の切迫とインフラの老朽化

国内外の社会経済情勢の展望 港湾政策の基本的理念

4-4 港湾の中長期政策「PORT 2030」（2018年7月策定）の構成

26



○情報通信技術や自働化技術を効果的に活用することにより、物流コストの低減やリードタイムの短縮を図るとともに、
モーダルシフトを促進することにより、ドライバー不足等の国内物流に対する陸上輸送の逼迫感を軽減

自動離着岸装置

自動料金決済

車両の自動運転

船舶自動運航

運航事業者との協働によ
るターミナル規格の統一

情報通信技術を活用した
シャーシ共同管理等

「次世代高規格ユニットロードターミナル」のイメージ

宿泊・休憩施設

ユニットロードターミナル
と個々のロジスティクス施
設間を自動運転で接続

陸上給
電施設

○内航フェリー／ＲＯＲＯ船によるシームレス輸送の効率性向上のため、情報通信技術を活用して料金決済やシャーシ管理等を
効率化するとともに、ターミナル内において自動化技術等を実装した「次世代高規格ユニットロードターミナル」を実現する。

○さらに、環境負荷の軽減、非常災害時の緊急物資・救援車両の輸送等に対応するため、運航事業者との協働によるターミナル
の規格の統一化を図る。

２．持続可能続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築

4-5 次世代高規格ユニットロードターミナル 港湾の中長期政策「PORT 2030」（2018年7月策定）より抜粋
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3-5.内航海運を活用した共同物流の推進

資料３－５
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5-1 物流総合効率化法（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律）の概要

・我が国産業の国際競争力の強化
・消費者の需要の高度化・多様化に伴う

貨物の小口化・多頻度化等への対応
・環境負荷の低減
・流通業務に必要な労働力の確保

目的

二以上の者が連携して、流通業務の総合化（輸送、保管、荷さ
ばき及び流通加工を一体的に行うこと。）及び効率化（輸送の
合理化）を図る事業であって、環境負荷の低減及び省力化に
資するもの（流通業務総合効率化事業）を認定し、認定された
事業に対して支援を行う。

制度の概要

支援対象となる流通業務総合効率化事業の例

納品先

納品先

荷捌き用上屋

流通加工場

従来型倉庫

納品先

輸送連携型
倉庫

（特定流通
業務施設）

輸入

長距離トラック輸送

納品先

納
品
先

低積載率による個別納品

納
品
先

工場

計画 計画 計画

輸送網の集約 輸配送の共同化 モーダルシフト

高積載率な一括納品 鉄道・船舶等を活用した大量輸送

非効率・分散した輸送網

効率化・集約化された輸送網

支援措置

大
臣
認
定

① 事業の立ち上げ・実施の促進
・計画策定経費・運行経費の補助

・事業開始に当たっての、倉庫業、
貨物自動車運送事業等の許可等
のみなし

② 必要な施設・設備等への支援
・輸送連携型倉庫への税制特例
→法人税：割増償却１０％（５年間）
→固定資産税：課税標準 １／２（５年間）等

・旅客鉄道を活用した貨物輸送への
税制特例（貨物用車両・搬送装置）
→固定資産税：課税標準２／３（５年間）等

・施設の立地規制に関する配慮
→市街化調整区域の開発許可に係る配慮

③ 中小企業者等に対する支援
・信用保険制度の限度額の拡充

・長期無利子貸付制度 等 29



5-2 令和２年２月末までに認定した総合効率化計画の実績と効果(1)

物流分野における労働力不足が深刻化する中、2以上の者の連携により物流の省力化・効率化を図
り、また環境負荷低減にもつながる優良な取り組みを多数認定。
（平成28年10月～令和2年2月末の間で、「206件」の総合効率化計画を認定）

CO2削減量

注）複数の類型に該当する取り組みは類型毎に集計

優良な取り組みを認定

省力化量

約▲8.5万t-CO2/ 年

約▲116万時間/年の省力化に相当

約968万本のスギの二酸化
炭素吸収量に相当

（このスギの本数を面積に換
算すると、約96.78km2）

出典）林野庁HP計算式より物流政策課作成

約542人のトラックドライバーに
相当する労働力の確保

出典）労働力調査（総務省）より 物流政策課作成

類型別 主要取扱品目別

項目 件数

モーダルシフト 84

輸配送の共同化 19

輸送網の集約 113
その他

（３企業間の一貫輸送２件、業務の
平準化１件、中継輸送１件、高速バ
ス貨客混載１件、空コンテナの回送
距離削減２件、積み置きによる効率
化１件）

8

荷待ち時間の削減 「トラック予約受付システム」
を71件導入

様々な品目で幅広く認定

軽工業品（食料品等）

34.5%

金属機械

工業品

19.9%
雑工業品（資材等）

14.6%

特殊品（宅配便等）

13.1%

化学工業品

8.7%

農水産品

8.7%

鉱産品

0.5%
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類型別

総合効率化計画のうち、「モーダルシフト」の取り組みは84件。このうち貨物鉄道への転換は45件（約
54%）で内航海運への転換は39件（約46%）。鉄道輸送や海上輸送が競争力を発揮する長距離輸送
（500km以上）だけでなく、それを下回る距離で取り組む事例が複数見られた。

発着ルート間

〇モーダルシフト事例の分析

鉄道5割、内航船舶5割 関東～九州間など長距離間の輸送が大
半を占める。
一方で、比較的短距離の事例も出現

物流総合効率化法（改正）施行後に、中・短距離間でのモー
ダルシフト事例が出てきた背景として、ドライバー不足のリ
スクへの対応とともに、2者以上の連携による取り組みを支
援する物効法も後押しとなっているものと推測。

5-3 令和２年２月末までに認定した総合効率化計画の実績と効果(2)

フェリー
22

RORO
14

RORO/
フェリー

併用
1

自動車
運搬船

1

鉄道への
転換
45

船舶への
転換
39

INVERTER
HI-TECH LOCO

コン
テナ
船
1

長距離（500km～）
69

中距離

（300km前後）
5

短距離

（100km前後）
10

84
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5-4 モーダルシフト等推進事業

トラック輸送から大量輸送機関である鉄道・船舶輸送への転換（モーダルシフト）等を、荷主・物流事業者を中心とする多様・広範
な関係者の連携のもとに推進する。

「モーダルシフト等推進事業」

モーダルシフト等の物流総合効率化法に基づく取り組みにおいて、協議会の開催等の事業計画
の策定に要する経費への支援を行う。またモーダルシフト及び幹線輸送の集約化について、初年
度の運行経費の一部に対する支援を行う。

支援対象となる取り組み
計画策定
経費補助

運行経費
補助

大量輸送機関への転換 モーダルシフト

補助率：定額
上限200万円

補助率：1/2以内
上限500万円

トラック輸送の効率化

幹線輸送の集約化

共同配送

対象外
その他のCO2排出量の
削減に資する取り組み

【単位：g-CO2 / トンキロ】

参考

内航船舶

鉄 道

0 100 200

232

20

38

営業用
貨物車

・ 計画策定経費の支援を通じ、大きな効果が期待できるが実現が容易ではない「多様・広範な関係者
による合意形成」を促進。

・ 計画実行開始後、2年間の実績を報告。
・ 物流の効率化を通じ、労働力不足対策等に貢献。

多様・広範な関係者の合意形成による取り組みのイメージ

○総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）（平成29年7月閣議決定）（抜粋）
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＜常用労働者の過不足状況＞

調査産業計 運輸業,郵便業

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」

③共同物流により積載等のムダをなくす・輸送モード間の連携・協働（モーダルシフト）で効率
的に輸送する
i. 複数の事業者が連携・協働して共同物流を実施することによって、積載率の向上、

倉庫や車両の稼働率の向上、コスト削減等を図り、物流効率化を推進するとともに、
ii. 道路ネットワークとの連携を高めつつ輸送効率に優れる鉄道又は船舶による輸送の

活用を促進する（略）。

○モーダルシフトに関する指標（総合物流施策推進プログラム（平成30年1月）（抜粋）

①鉄道による貨物輸送トンキロ 【2016年度 197億トンキロ → 2020年度 221億トンキロ】
②内航海運による貨物輸送トンキロ 【2015年度 340億トンキロ → 2020年度 367億トンキロ】

出典：総務省「労働力調査」（2018年）

○労働力不足の深刻化

○輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（2017年度）

トラック輸送に比べ、船舶輸送は約
6分の1、鉄道輸送は約12分の1の
CO2排出量

＜トラック業界の年齢構成＞

令和２年度予算額（案）：19百万円

貨客混載

15～19歳
1%

20～29歳
8%

30～39歳
18%

40～49歳
31%

50～59歳
25%

60歳以上
17%

50歳以上が
約4割
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【 】

実施主体

西久大運輸倉庫（株）

川崎近海汽船（株）

事業内容

九州⇔関東間の印刷物・建材等の往復輸送について、RORO船
による船舶輸送にモーダルシフトする（大分港～清水港）

転換後

特徴 効果

CO2排出削減量 346.4t-CO2/年（70.0%削減）
ドライバー運転時間省力化 4,446時間/年（63.3%削減）

RORO船を利用した往復輸送のモーダルシフト

• 距離 約1,100km
• 品目 往路：包装資材、食料品類、酒類、ゴム製品、家具

復路：建材

転換前

福岡流通
C支店

5-5 【事業概要】 RORO船による船舶モーダルシフト

清
水
港

大
分
港 約761km 約149km

神奈川支店

福岡流通
C支店 神奈川支店

愛知
（運転手交代）

大分港～清水港間は車両を無人航送

【 】

岡山
（運転手交代）

約181km

平成30年8月1日 認定
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堺泉北港

実施主体

澁澤倉庫（株）、大王海運（株）

事業内容
ビールメーカー４社が関東⇒関西間を各々陸上輸送して

いたが、各社とも大型シャーシを使って、RORO船による海上モーダ
ルシフトを実施し、効率化を図る。

特徴 効果
・CO2排出削減量：1,648.7ｔ（59.3％）
・ドライバー運転時間省力化：3,793時間（77.5％）

メーカー４社の工場等から直接大型シャーシで、
あるいは集約拠点で大型シャーシに積替え、RORO船を
使ったモーダルシフトを実施。

転換前

5-6 【事業概要】 ビールメーカー４社のRORO船モーダルシフト
令和元年７月30日 認定

（変更認定：令和2年1月8日）

転換後

約696km

TC拠点倉庫

キリンビール関西物流拠点

サッポロビール関西物流拠点

サントリー社関東地区拠点サントリー関西物流拠点

アサヒビール関西物流拠点

キリンビール関西物流拠点

サッポロビール関西物流拠点

サントリー社関東地区拠点サントリー関西物流拠点

アサヒビール関西物流拠点

キリンビール関東物流拠点

サッポロビール関東物流拠点

サントリー社関東地区拠点サントリー関東物流拠点

アサヒビール関東物流拠点

キリンビール関東物流拠点

サッポロビール関東物流拠点

サントリー社関東地区拠点サントリー関東物流拠点

アサヒビール関東物流拠点

大王海運 RORO船千 葉 港
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実施主体

関光汽船（株）、（株）キユーソー流通システム、
日本パレットレンタル（株）

事業内容

関西・九州間を結ぶ製品等の輸送について、トレーラーの固定利用や出荷量
の平準化、出荷日の固定等により、船舶による無人航送への転換（モーダル
シフト）ならびに、高い実車率99.4％による輸送の効率化を実施する。

計画後

特徴 効果
CO2排出削減量：65.0%削減
ドライバー運転時間省力化：86.8%削減

「重量勝ち」と「容積勝ち」を最大限組み合わせ
従前の各社毎片荷輸送から、共同モーダルシ
フトにより、空車率0.6%を実現！

計画前

5-7 【事業概要】 3社の連携による共同モーダルシフト事業
令和元年7月18日 認定

各社それぞれ陸送にて輸送（片荷）

大阪府堺市⇒福岡県福岡市
約614km佐賀県鳥栖市⇒（兵庫県加

東市）⇒兵庫県神戸市
約635km

兵庫県神戸市⇒佐賀県鳥栖市
約622km

（パレット輸送：日本パレットレンタル（株））

（日用品輸送：サンスター（株）製品）

（加工食品輸送：キユーピー（株）製品）

船舶とトレーラーを活用し、モーダルシフトとラウンド輸送を実現

529km削減

464km削減

543km削減

85km

158km

92km

（パレットの輸送）

※陸送は黒線部と橙線部のみ
橙線部以外は実車での輸送

サンスター（株）

日本パレット
レンタル（株）

神戸港

新門司港

キユーピー（株）の
製品を取り降ろし

日本パレットレンタル
（株）のパレットを積載

サンスター（株）の
製品を積み込み

（加工食品と日用品の輸送）

キユーピー（株）の
製品を積み込み

トラック輸送削減距離

泉大津港

サンスター（株）の製
品を取り降ろし

日本パレットレンタル（株）
のパレットを取り降ろし

キユーピー（株）
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5-8 財政融資を活用した物流効率化

○人手不足等により物流効率化が求められる中、財政投融資の活用を図る
ことで、関係者の連携・協働による取組を資金面から後押しする。

物流総合効率化法に基づく物流総合効率化
事業※の実施を後押し

対象施設

※ 二以上の者が連携して、流通業務の総合化
及び効率化を図る事業

実
施
計
画

国

認
定

鉄道・運輸機構

財
政
融
資

貸
付

民間金融機関

貸
付

国の認定を受けた計画に基づき、物流
施設の整備を実施する物流事業者等

＜融資の対象となる取組の例＞
・トラックターミナル等の物流施設の整備
・中継拠点に供する施設の整備

令和２年度当初：財政融資資金 ５億円

幹線輸送と都市内輸送の接続や陸上輸送と海上輸送等複
数の輸送モードの結節を行う機能等を有する一定規模の物
流拠点施設。

［対象施設のイメージ］

・幹線輸送と都市内輸送を結節する自動車ターミナル等の
広域物流拠点

・ダブル連結トラック等に対応した共同輸送拠点

・幹線輸送を効率化するための中継輸送拠点

・陸上輸送と海上輸送等を結節する機能を持った物流拠点
施設
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①維持が困難となったバス路線等について、多様な選択肢を検討・協議し、地域に最適な旅客
運送サービスを継続（地域旅客運送サービス継続事業）

②過疎地等で市町村等が行う自家用有償旅客運送の実施の円滑化
・バス・タクシー事業者がノウハウを活用して協力する制度を創設し、実施を円滑化
・住民のみならず来訪者も運送の対象に加え、観光ニーズへの対応を可能に

③鉄道・乗合バス等における貨客混載に係る手続の円滑化（貨客運送効率化事業）

５－９ 持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律案

○人口減少の本格化、運転者不足の深刻化等に伴って、公共交通サービス
の維持・確保が厳しさを増している中、高齢者の運転免許の返納が年々増
加する等、地域の暮らしと産業を支える移動手段を確保することがますま
す重要になっている。
○加えて、多様な関係者が連携し、地域経済社会の発展に資する交通イン
フラを整備することにより、生産性向上を図ることも必要となっている。

○地方公共団体による「地域公共交通計画」（マスタープラン）の作成 （作成経費を補助※予算関連）
・従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客運送、福祉輸送等）を位置付け、
地域の移動ニーズにきめ細かく対応 （情報基盤の整備・活用やキャッシュレス化の推進にも配慮）
・定量的な目標設定や毎年度の評価等によりPDCAを実施

【地域公共交通活性化再生法・道路運送法】

地域が自らデザインする地域の交通
【地域公共交通活性化再生法・道路運送法】

○独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構による資金の貸付制度の拡充
・多様な関係者の連携による鉄道インフラや物流拠点の整備 （※予算関連）

背景・必要性

法案の概要

【目標・効果】地域の移動手段の確保・充実のため、地方公共団体主導で公共交通サービスを改善、地域の輸送資源を総動員する取組を推進

（KPI）・地域公共交通計画の策定件数 ：524件 （2019年７月時点）⇒1,200件 （2024年度）
・地域公共交通計画を立地適正化計画と併せて策定した市町村数 ：172市町村（2019年７月時点）⇒ 400市町村（2024年度）
・地域公共交通特定事業の実施計画の認定総数 ： 46件 （2019年７月時点）⇒ 200件 （2024年度）

地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実
【地域公共交通活性化再生法・道路運送法】

交通インフラに対する支援の充実
【地域公共交通活性化再生法・物流総合効率化法】

自家用有償旅客運送

○地方公共団体が、交通事業者等と連携して、
①公共交通を中心に地域の輸送資源を総動員する交通計画を作成
②最新技術等も活用しつつ、既存の公共交通サービスの改善・充実を徹底
するとともに、国が予算面とノウハウ面から支援を行うことで、持続可能な
地域公共交通を実現。

○地域における協議の促進
・乗合バスの新規参入等の申請があった場合、国土交通大臣が地方公共団体に対し通知

物流拠点

（※）申請による運転免許の取消件数の推移。警察庁公開資料より、国土交通省総合政策局作成

（千件）
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75歳以上

運転免許返納は年々増加

100

83 75

99
95

75

85

95

105

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

輸送人員（三大都市圏以外） 人口（三大都市圏以外）

人口減少を上回る地方部の乗合バス利用者の減少

（※）平成１２年度を100とした乗合バスの輸送人員
「総務省統計局人口推計」「自動車輸送統計年報」より国土交通省総合政策局作成

①利用者目線による路線・ダイヤの改善、運賃の設定等を促進（地域公共交通利便増進事業）
②MaaSに参加する複数の交通事業者の運賃設定に係る手続のワンストップ化、ＭａａＳ協議会制度の創設
（新モビリティサービス事業） ※MaaS：Mobility as a Service

既存の公共交通サービスの改善の徹底

輸送資源の総動員による移動手段の確保

鉄道インフラ

＜予算関連法律案＞
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